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デジタルグリッド社 ならびに

デジタルグリッドプラットフォーム（DGP）概要

のご紹介
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デジタルグリッドは、再エネ導入のDXを推進する、多数の大企業
から出資を受けているスタートアップです。

会社概要

基本情報 提供サービス

社名 デジタルグリッド株式会社

代表者 代表取締役 豊田 祐介

設立 2017年10月

資本金 2,643,690,316円
（2022/3/31 現在、資本準備金を含む）

従業員数 39名
（2021/12/01 現在、契約社員含む）

沿革

2008年 デジタルグリッドコンセプト誕生
2017年 当社設立
2018年 環境省実証事業受託
2019年 エネ庁より事業認可取得
2020年 電力取引プラットフォーム運転開始
2021年 CDPより再エネ認定プロバイダー認定
2022年 環境価値代理調達サービス開始

電力取引
プラットフォーム

環境価値
代理調達

• 発電家と需要家が直接取引可能な
日本初の民間電力取引所*

• 独自のAI技術で需給管理や計画提
出の自動化を実現

• ニーズに応じた柔軟な再エネ導入が
可能（コーポレートPPAにも対応）

• 電力契約を変えずに使用電力の再
エネ化が可能

• 温対法、RE100、CDP/SBTといった各
種報告にも対応

• Jクレジット、非化石証書、海外証書
等幅広いサービスに対応

*:関連技術の特許取得済
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59社の事業会社、および1社のベンチャーキャピタルから出資いた
だいております。

株主一覧

※非開示先あり

◼ 立山科学 ◼ テセラ・テクノロジー ◼ ローム ◼ マクニカ ◼ 電巧社

◼ 東京ガス ◼ BIPROGY ◼ 北酸 ◼ 横浜環境デザイン ◼ 京セラ

◼ タデック ◼ クリマテック ◼ 三菱商事 ◼ Looop ◼ ビリングシステム

◼ 住友商事 ◼ 清水建設 ◼ 東京センチュリー ◼ 恒電社 ◼ 九州電力

◼ 三菱HCキャピタル ◼ NECフィールディング ◼ ENEOS ◼ AOIホールディングス ◼ 住友林業

◼ 日東工業 ◼ JFEエンジニアリング ◼ アイエスジー ◼ 広島ガス ◼ 日立製作所

◼ 吉田組 ◼ ミツウロコヴェッセル ◼ 日本ガス ◼ 東邦ガス ◼ 双日

◼ 古河電気工業 ◼ 北海道ガス ◼ ソニーグループ ◼ ミライネクト ◼ 亜洲リサーチ

◼ 7Linx ◼ フーバーブレイン ◼ 川崎重工業 ◼ 横河電機 ◼ 伯東

◼ OTS ◼ WiL ◼ FD ◼ 東芝 ◼ 豊田通商

◼ 日本グリーン電力開
発

◼ 八千代エンジニヤリン
グ

◼ おひさま建販 ◼ JA三井リース ◼ 鹿島建設

◼ ダイヤモンドエレクト
リックホールディングス

◼ 東急不動産 ◼ 三井化学 ◼ MOL PLUS
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当社が運営するデジタルグリッドプラットフォーム(DGP)では、AI予測
技術によって需給調整業務を自動化することで、発電企業と需要企業
が自由に電力取引が可能です。

DGPのしくみ：コーポレートPPAを支えるP2P電力取引プラットフォーム

デジタルグリッドプラットフォーム概要

発電家発電企業 発電家
需要企業

利用料

需要家と発電家が
自動電力取引

電源

利用料

デジタルグリッド
プラットフォーム(DGP)

最終需要家

電源自動紐づけ

※発電企業側から利用料を頂くのは
原則として不安定電源の場合のみ。

安定
電源

不安定
電源

AIを通じた発電・需要予測

自動入札

自動提出
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Web受付システムを10月より稼働させます。FIT非化石証書のほか、今
後はJ-クレジット、グリーン電力証書さらには海外証書の取扱を予定で
す。

環境価値調達サービスの取組

01 調達確認・お見積り

02 購入申込・証書受渡し

03 請求書発行

利用料無料

04 国内外の証書調達申込

05 証書移転・使用・残高管理

06 証書購入・使用方法相談

準備中

準備中

準備中

画面は開発中のものです。
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目次

① 環境価値関連の各種制度について

② J-クレジットの組成と活用

③ カーボンプライシングに向けた国の取組について
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①環境価値関連の
各種制度について
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「自ら削減できないCO2」を、「他の場所で実現したCO2削減・吸収量の取組」を支援する
（資金提供など）ことで、埋め合わせ（オフセット）することをカーボンオフセットと言います。
このCO2の埋め合わせを簡単に行うために、CO2の削減・吸収量は環境価値「クレジット」と
呼ばれ、１t-CO2（再エネ価値の場合、kWh）といった単位で取引されます。

環境価値とは？

ＣＯ2を減らす（削減・吸収）活動ＣＯ2を出してしまう活動
活動の支援

（資金など）

削減できたCO2量の提供
（＝J-クレジットなど）

±0

出典：当社作成
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [1/7]企業の脱炭素シフト

それでもグローバル企業を中心に脱炭素シフトは鮮明です。CO2削減や再エネ活
用ニーズは高まっています。
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [2/7] TCFD

企業などに気候に関する財務情報の公開を促すためのタスクフォースです。企業等
に対し、気候関連情報公開のための方法を勧告しています。賛同企業は同勧告に
沿って報告書を作成しますが、東証プライム市場で開示義務となりました。

気候変動適応情報プラットフォーム A-PLAT より
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [3/7] SBT (１)

SBTiは企業に対し、気候変動による世界の平均気温の上昇を産業革命前と比べ
1.5度以下に抑えるという目標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を設定
することを求める国際イニシアティブです。

基準年
年

目標年

2℃

WB2℃

1.5℃

傾き2.5%/年(必須)
(2022年7月14日までは可、
以降は不可)

傾き4.2%/年(推奨)

温室効果ガス排出量 SBTi Criteria and Recommendations Version 4.2及び2021年7月15日のニュースリリースに準拠

2℃水準
WB2℃水準
1.5℃水準

：傾き1.23～2.5%/年
：傾き2.5～4.2%/年
：傾き4.2%/年～

傾き1.23%/年

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [4/7] SBT（２）

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより

■サプライチェーン排出量概要

＝ Scope1排出量

＋ Scope2排出量

＋ Scope3排出量

燃料の燃焼、工業プロセス等、事業者自らによる温室効果ガスの直接排出

他者から供給された電気・熱・蒸気の使用に伴う間接排出

その他間接排出（算定事業者の活動に関連する他社の排出）

15のカテゴリに分類
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [5/7] SBT（３）

中小企業も認定取得可能

Scope2の100%削減
Scope3の総量削減

Scope3の具体範囲の設定

サプライヤーへの目標設定

※目標水準別の50音順より抜粋

[出所]Science Based Targetsホームページ Companies Take Action（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）より作成

環境省・経産省グリーンバリューチェーンプラットフォームHPより

SBT認定企業はScope3の削減目標も設定する必要があり、サプライヤーにSBT目標を設定さ
せるSBT認定企業も存在します。
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [6/7] CDP

企業などに環境戦略やGHG排出量の開示を求めるプロジェクトです。時価総額上位企業に
質問書を送付して格付、投資家に情報を提供します。2022年から日本の調査対象をプラ
イム市場上場の全1839社に拡大されます。2021年までの500社から3倍以上の増加と
なります。

2021日本版レポート抜粋
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環境価値が求められる背景 ①脱炭素を巡る動向 [7/7] RE100

企業が使用電力を100%再エネで調達することを目指すイニシアティブです。2050年までに全消
費電力を再エネにすることを目標とします。参加企業は年1回の報告義務があります。

日本気候リーダーズ・パートナーシップ ウェブサイトより

再エネ100%とい

う表現を用いる際、
RE100の技術要件

に合致しているかどう
かの指標として用い
られていることが多く
なっています。

1. 消費電力量が年間100GWh以上であること
※現在、日本企業は50GWh以上に緩和されています。2020年9月4日に条件が変更されました。
※消費電力量が年間50GWh以下の場合、「再エネ100宣言 RE Action」へのご参加をお願いしております。

2. 自社事業で使用する電力(GHGプロトコルのスコープ2及び1の電力消費)の100%再生エネ化に向け、期限を切った目標を設定し、公表すること
3. グループ全体での参加及び再エネ化にコミットすること
※一番上の親会社から見て、支配率50%以上の子会社全てがRE100の参加対象となります。
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再エネの調達手法は、主に6パターンあります。環境価値も一定の
要件を満たせばその手段として認められています。

環境価値が求められる背景 ② 再エネ電力調達の重要な手段

出所：RE100.org ”RE100 TECHNICAL CRITERIA” (March 22, 2021)よりDG作成

１

2

5

4

6

他社が保有する発電設備の
電力を自家消費する

敷地外に設置した自社また
は他社発電所からの電力を
自営線で受電する

需要家と発電事業者との直
接調達契約に基づく受電

グリーン電力と称される電力
を小売事業者から調達する

同じ市場バウンダリー内から
の証書購入

自社で保有する発電設備の
電力を自家消費する

1

2

3

4

5

6

3

再エネ自家消費
オンサイトPPA

自営線を通じた
再エネ自家消費

オフサイトPPA

再エネ電力メニュー

環境価値

・同一市場の価値
・なるべく近い時期の価値を利用
・トラッキング（どこの電源か）が得られるもの
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GHGプロトコルにおいてはSCOPE2領域、国内の温対法につい
てはSCOPE1+SCOPE2として活用可能です。

環境価値が求められる背景 ③ 環境価値の適用スコープについて

温対法

GHG

環境価値が使える領域
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制度対応で使えるのは非化石証書、グリーン電力証書、
そしてJ-クレジットです。

日本国内で有効な環境価値 ① 概要

J-クレジット
（t-CO2）

グリーン電力証書
（kWh）

・横浜ブルーカーボン
・沖縄県CO2吸収量認証
・かごしまエコファンド
・その他

(t-CO2)

再生可能エネルギー由来

省エネルギー由来

自然環境由来

太陽光や風力、バイオマス等の
再生可能エネルギー発電に伴う
環境価値

最新の照明設備や空調設備、ボイ
ラーやヒートポンプ電気自動車など
様々な設備機器によって削減される
CO2量の価値

森林や整備間伐や植樹などによ
る樹木のCO2吸収量の価値

海洋生物の育成によるCO2の吸
収量の価値

制度対応・目標達成

ボランタリー活動

RE100、CDP、SBT
温対法など気候変動へ
の対策として設計された
システムに活用し、再エ
ネ率の向上やCO2の削

減カウントに反映させ
る。

SDGs、ESG経営をは

じめとする気候危機対
策モデルを構築し、ビジ
ネスの付加価値向上、
企業ブランドの磨き上げ
など様々な活用可能性
がある。

非化石証書
（kWh）

出典：当社作成
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再エネ電源から生まれる最も歴史ある再エネ証書です。 JQAが認定
します。

日本国内で有効な環境価値 ② グリーン電力証書

出典：JQA「グリーン電力証書の概要について」
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FIT電源から発生するものはFIT非化石証書、FIT制度を利用してい
ない再エネ電源から発生するものは非FIT非化石証書となります。

日本国内で有効な環境価値 ③ 非化石証証書

FIT発電事業者 電力会社
（送配電会社
⇒卸電力市場
⇒小売会社）

電力需要家

電力広域的
運営推進機関

再エネ価値取引市場 小売電気事業者
電力需要家

売上

再エネ賦課金

電力代＋
再エネ賦課金

長期固定買取の
原資

長期固定買取

FIT電力 FIT電力

FIT非化石証書

FIT非化石証書

証書代

非化石
価値

出典：当社作成
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再エネ導入/省エネ設備導入/適切な森林管理でJ-クレジットを創出し
た事業者と購入者とつなげることでCO2削減に向けた資金循環が生ま
れることを目指した制度です。

日本国内で有効な環境価値 ④ J-クレジット

出典：国際環境研究所HP（原図 J-クレジット制度事務局より）
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環境価値を購入・活用するにあたり評価する項目としては以下が
挙げられます。

環境価値の比較 ① 評価項目

項目 概要

年間創出量 どれくらい当該価値が創出され、流通可能か？

単価 トン当たり、もしくは再エネkWhあたりいくらで入手可
能か？

調達方法 欲しい時に調達し易いか？

相対だけでなく市場もあるか？逆に、市場が開催さ
れていない時に販売者・保有者から購入可能か？

適用可能な用途（訴求価値） 温対法、国際イニシアティブに活用可能か？
カーボンオフセットに柔軟に活用できるか？

利用の柔軟性 活用期限の制約が厳しすぎないか？

余った場合に翌年度への持越し、他者への転売が
可能か？



24Copyright ©︎ DIGITAL GRID Corporation

現状、最も年間の創出量が多く価格も安いのはFIT非化石証書ですが、
J-クレジットは転売可能など利便性・柔軟性が高いものとなっています。

環境価値の比較 ② 日本の環境価値比較

FIT非化石証書 非FIT非化石証書
J-クレジット

グリーン
電力証書

再エネ由来
省エネ由来

トラッキング付 再エネ指定 再エネ指定なし 電力由来 熱由来

訴求価値

温対法対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

省エネ法対応 △*2

高度化法上の
非化石価値

○ ○

再エネ化 ○ ○ ○

RE100準拠 ○ △*1 ○ ○

CDP/SBT準拠 ○ ○ ○ ○ ○ ○

対象電源 FIT電源
非FIT再エネ電源

（水力等）
非FIT電源

（原子力等）
再エネ自家発 再エネ自家発

購入可能主体者
小売電気事業者
仲介&需要家

小売電気事業者 小売電気事業者
小売電気事業者

&需要家
小売電気事業者

&需要家
小売電気事業者

&需要家
小売電気事業者

&需要家

入手方法
相対取引

(トラッキングのみ)
＆オークション

相対取引
＆オークション

相対取引
＆オークション

相対取引
＆オークション

相対取引
＆オークション

相対取引
＆オークション

相対取引

オークションタイプ マルチプライス シングルプライス シングルプライス マルチプライス マルチプライス マルチプライス -

有効期限 発生年度のみ 発生年度のみ 発生年度のみ 無期限 無期限 無期限 無期限

転売可否 △*3 ○ ○ ○

年間発行量概算(億kWh) 1,100 500 400 11 10 4

価格目安(円/kWh)
（直近の市場価格）

0.3 0.6 0.6 1.5 0.8 0.8 1.0~5.0

*1 電力とセットで相対取引がある場合またはトラッキング属性を付与する場合は可能 *2 勘案されるのみ
*3  仲介事業者または小売電気事業者から需要家への転売のみ可(仲介事業者間・小売電気事業者間・需要家間の転売は不可)

出典：当社作成
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②J-クレジットの
組成と活用
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創出にあたっては方法論が定められており、創出者はその方法論
に基づいてCO2削減量を算定・報告し認定を受けます。

J-クレジットとは？

・
・
・
・

https://japancredit.go.jp/about/methodology/
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最初に方法論に従ったプロジェクト計画の承認を受け、その後、CO2削
減量のモニタリングの検証を経て承認を得てクレジットが発行されます。

J-クレジット承認までのプロセス

https://japancredit.go.jp/application/flow/
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高効率機器の導入により削減されるCO2量をクレジット化

省エネクレジットの組成の例

https://japancredit.go.jp/case/data/create_sa.pdf
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太陽光発電の自家消費分を集約してJ-クレジット化

再エネクレジットの組成の例

https://japancredit.go.jp/case/data/create_ra.pdf
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プロジェクトの登録形態は「通常型」と「プログラム型」に分かれます。
「プログラム型」は削減活動を随時追加することが可能です。

【参考】プログラム型J-クレジット ①

出典：農林水産省「Ｊ－クレジット制度の概要について」
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デジタルグリッド社では、属性Fのプログラム型プロジェクトを用い、遠隔で
の検針データをとりまとめて再エネJ-クレジット転換サービスを提供中です。

【参考】プログラム型J-クレジット ②

事業者

データ連携

API計測機器・
測定データ集約

クラウド

DIGITALGRID

環境価値取引
クラウド

認証委員会

データ取りまとめ
審査の代表受審
委員会申請
J-クレジット口座間移転

PV設置
（自家消費型） 自家消費

データ

J-クレジットに転換して移転もしくは売却益を戻す

計測
機器

パナソニック
AiSEG2

ラプラス・システム
Solar Link ZERO

現時点で連携可能なゲートウェイデバイス

NextDrive
Cube-J       Atto

デジタル
グリッド
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間伐等の適切な森林経営を行い、森林の成長を促すことで、大気中の
CO2を吸収する量を増加させ、これを定量的に評価します。

森林吸収クレジットの組成例

出典：東急不動産ニュースリリース「J-クレジット制度において、総合デベロッパー初の認証・登録「森林経営活動に基づく
CO2排出削減プロジェクト」」
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通常型は木質バイオマス関連・ボイラー関連、プログラム型は太陽
光発電（自家消費）とコジェネレーション関連が多いです。

（参考）認証クレジットの方法論別内訳

出典：Ｊ－クレジット制度事務局「Ｊ－クレジット制度について（データ集）2022年9月」
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クレジットは仲介利用・相対購入もしくはオークションでの調達となります。

J-クレジット活用の手順

最近は、カーボンクレジット市場も
これに加わった

https://japancredit.go.jp/market/buy/
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再エネJ-クレジットについてはオークションでの単価が上昇中です。

J-クレジット市場動向

出典：Ｊ－クレジット制度事務局「Ｊ－クレジット制度について（データ集）2022年9月」
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累積では排出係数調整での利用が多いが直近ではオフセットニー
ズが増えています。

J-クレジットの用途

出典：Ｊ－クレジット制度事務局「Ｊ－クレジット制度について（データ集）2022年9月」
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③カーボンプライシングに
向けた国の取組について



38Copyright ©︎ DIGITAL GRID Corporation

カーボンプライシングとは、CO2などの温室効果ガスに価格をつけること
で、CO2排出量の削減に向けて排出者の行動を変容させるための手法

カーボンプライングに向けた国の取組体系

出典：カーボ
ン・クレジット・レ
ポートの概要
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カーボンクレジット市場の位置づけ

出典：カーボン・クレジット・レポートの概要
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JPXによるカーボンクレジット市場の実証開始

出典：株式会社東京証券取引所 「カーボン・クレジット市場」実証事業の制度概要」（2022年8月）

JPXでのJ-クレジット取引実証は開始されています。
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GX-ETSのプロセスは参加⇒実践⇒レビューからの3段階から成ります。

GXリーグ：排出量取引について（GX-ETS）

出典：令和４年９月６日 GXリーグ設立準備事務局「来年度から本格稼働するＧＸリーグにおける排出量取引の考え方について」
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取引拡大そのものよりも、価格シグナル形成を通じた多様な炭素削減プロジェクトや
ビジネスの活性化が目的と考えられます。

カーボンクレジット市場創設の狙い

出典：令和４年９月６日 GXリーグ設立準備事務局「来年度から本格稼働するＧＸリーグにおける排出量取引の考え方について」
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